
寝屋川市空き家等の適正管理等及び老朽危険建築物等に係る対策の推進

に関する条例 

 

第１章 総則 

（目的） 

第 1 条 この条例は、適正な管理が行われていない空き家等その他の建築物等が

防災、防犯、衛生、景観等の市民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていること

に鑑み、空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年法律第 127 号。以下

「法」という。)とあいまって、空き家等の適正管理等及び老朽危険建築物等に

係る対策を推進することにより、市民の生命、身体又は財産の保護及び生活環

境の保全を図るとともに、地域の活性化に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第 2 条 空き家等の適正管理等及び老朽危険建築物等に係る対策は、次に掲げる

事項を基本理念として行われなければならない。 

(1) 建築物等は、安心かつ安全な生活環境の確保と良好な景観の保全の観点

から、その利用及び管理が図られること。 

(2) 空き家等及び跡地は、地域の活性化の有用な資源となり得るものである

ことに鑑みて、積極的に活用が図られること。 

(3) 前条に規定する目的が十分に達成されるよう、空き家等の適正管理等及び

老朽危険建築物等に係る対策について、寝屋川市、空き家等その他の建築物

等の所有者等、市民等及び自治組織が、各々の責務又は役割を果たすととも

に、相互に協力しながら取り組むこと 

（定義） 

第 3 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) 空き家等 建築物であって居住その他の使用がなされていないことが常

態であるもの(以下「空き家」という。)及びその敷地(立木その他の土地

に定着する物を含む。)をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し又

は管理するものを除く。 



(2)  特定空き家等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそ

れのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適正な管理

が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の

生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認

められる空き家等をいう。 

 (3)  管理不全空き家等 空き家等が適正な管理が行われていないことにより

そのまま放置すれば特定空き家等に該当することとなるおそれのある状態

にあると認められる空き家等をいう。 

(4)  老朽危険建築物等 老朽その他の事由により第 2 号に規定する状態にあ

ると認められる、空き家等以外の建築物等をいう。ただし、国又は地方公

共団体が所有し又は管理するものを除く。 

(5)  建築物 寝屋川市の区域内にある、建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)

第 2 条第 1 号に規定する建築物又はこれに附属する工作物をいう。 

(6)  建築物等 建築物及びその敷地をいう。 

(7)  跡地 空き家の敷地であった土地で、現に建築物が存しないものをい

う。 

(8)   空き家等の適正管理等 空き家等の発生の予防、活用及び適正な管理並

びに跡地の活用をいう。 

(9)   所有者等 所有者又は管理者をいう。 

(10)  市民 寝屋川市に住み、働き、学び、又は活動する個人、団体及び事業

者をいう。 

(11)  市民等 市民及び建築物等(空き家等及び老朽危険建築物等を除く。)の

所有者等をいう。 

(12) 自治組織 一定の地域住民等で組織された団体をいう。 

（寝屋川市の責務等） 

第 4 条 寝屋川市は、基本理念にのっとり、空き家等の適正管理等及び老朽危険

建築物等に係る対策に関する施策を総合的に推進する責務を有する。 

2 寝屋川市は、空き家等の適正管理等及び老朽危険建築物等に係る対策の推進

に当たっては、自治組織が行う地域の活性化を図る取組を尊重するものとする。 

（空き家その他の建築物等の所有者等の責務） 



第 5 条 空き家等の所有者等は、基本理念にのっとり、当該空き家等を、適切に

活用するとともに、適正に管理しなければならない。 

2 空き家等以外の建築物等の所有者等は、基本理念にのっとり、空き家等の発

生を予防するとともに、当該建築物等を適正に管理するよう努めなければならな

い。 

3 前 2 項のほか、空き家等その他の建築物等の所有者等は、基本理念にのっと

り、寝屋川市が実施する空き家等の適正管理等及び老朽危険建築物等に係る対策

に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

（市民等の責務） 

第 6 条 市民等は、基本理念にのっとり、寝屋川市が実施する空き家等の適正管

理等及び老朽危険建築物等に係る対策に関する施策に協力するよう努めなけ

ればならない。 

（自治組織の役割） 

第 7 条 自治組織は、基本理念にのっとり、寝屋川市が実施する空き家等の適正

管理等及び老朽危険建築物等に係る対策に関する施策にできるだけ協力する

よう努めるものとする。 

（空き家等・老朽危険建築物等対策計画） 

第 8 条 市長は、空き家等の適正管理等及び老朽危険建築物等に係る対策を総合

的かつ計画的に実施するため、空き家等・老朽危険建築物等対策計画を定める

ものとする。 

2 空き家等・老朽危険建築物等対策計画においては、法第 7 条第 2 項各号に掲

げる事項を定めるほか、同項の例に従い老朽危険建築物等に係る対策に関し必要

な事項を定めるものとする。 

3 市長は、空き家等・老朽危険建築物等対策計画を定め又はこれを変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（寝屋川市空き家等・老朽危険建築物等対策協議会） 

第 9 条 市長の附属機関として、寝屋川市空き家等・老朽危険建築物等対策協議

会(以下「協議会」という。)を置く。 

2 協議会は、空き家等・老朽危険建築物等対策計画の作成及び変更並びに実施に

関する協議を行う。 



3 協議会は、法第 8 条第 2 項に規定する者である委員をもって組織する。 

4 市長以外の協議会の委員は、市長が委嘱する。 

5 市長は、寝屋川市の職員のうちから指名する者に、当該協議会の委員の職務

を行わせることができる。 

6 協議会の委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その

職を退いた後も、同様とする。 

7 協議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

8 前各項に定めるもののほか、協議会の組織に関し必要な事項は規則で定め、

協議会の運営及び部会に関し必要な事項は協議会が定める。 

第２章 空き家等の適正管理等 

（空き家等の発生の予防） 

第 10 条 建築物の所有者等は、当該建築物について、老朽その他空き家等の発

生の原因となるおそれのある事実があるときは、改修その他空き家等の発生を予

防するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（空き家等の活用） 

第 11 条 空き家等の所有者等は、当該空き家等について、自治組織から地域の

活性化に資すると認められる取組に活用することについて協力の求めがあったと

きは、これにできるだけ協力するよう努めなければならない。 

（空き家等の適正な管理） 

第 12 条 空き家等の所有者等は、当該空き家等について、管理不全の状態(第 3

条第 2 号又は第 3 号に規定する状態をいう。以下この章において同じ。)にな

らないように、自らの責任において、適正に管理しなければならない。 

2 空き家等の所有者等は、当該空き家等が管理不全の状態にあると認められる

ときは、自らの責任において、直ちに当該管理不全の状態を改善しなければなら

ない。 

（跡地の活用） 

第 13 条 空き家の敷地の所有者等は、空き家が除却されたときは、跡地を適切

に活用するよう努めなければならない。この場合においては、第 11 条の規定

を準用する。 

（空き家等の適正管理等に関する措置） 



第 14 条 市長は、空き家等の適正管理等に関し、空き家等の所有者等及び市民

等の理解を深めるために必要な広報活動その他の措置を講ずるものとする。 

2 市長は、空き家等の適正管理等に関し、空き家等の所有者等又は市民等から

の相談に応じるとともに、これらの者に対し、市長において必要と認める情報の

提供及び助言を行うものとする。 

3 市長は、空き家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置す

れば特定空き家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるとき

は、当該状態にあると、認められる空き家等（以下「管理不全空き家等」とい

う。）の所有者等に対し、当該管理不全空き家等が特定空き家等に該当すること

となることを防止するために必要な措置をとるよう法第 13 条第１項による指導

をすることができる。 

4  市長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空き

家等の状態が改善されず、そのまま放置すれば特定空き家等に該当することとな

るおそれが大きいと認めるときは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐

採その他の当該管理不全空き家等が特定空き家等に該当することとなることを防

止するために必要な具体的な措置について法第 13 条第 2 項の規定による勧告を

することができる。 

（管理不全の状態を予防するための助言又は指導） 

第 15 条 市長は、空き家等が管理不全の状態になることを予防するため必要が

あると認めるときは、当該空き家等の所有者等に対し、その予防のために必

要な助言又は指導をすることができる。 

（調査の要求） 

第 16 条 市民等は、空き家等が管理不全の状態にあると思料するときは、市長

に対し、その旨を申し出て、当該空き家等に関し法及びこの条例の施行のため

に必要な調査を行うよう求めることができる。 

（調査） 

第 17 条 市長は、前条の規定による申出を受けた場合において当該申出が相

当であると認めるとき、又は必要があると認めるときは、法第 9 条第 1 項及

び第 2 項の規定による調査を行うことができるほか、空き家等に関しこの条

例の施行のために必要な調査を行うことができる。 



（情報の提供の求め） 

第 18 条 市長は、法第 10 条第 1 項の規定による情報の利用及び同条第 3 項の規

定による情報の提供の求めをすることができるほか、この条例の施行のために

必要があると認めるときは、関係する地方公共団体の長、空き家等に工作物を

設置している者その他の者に対して、空き家等の所有者等の把握に関し必要な

情報の提供を求めることができる。 

（空き家等に関するデータベースの整備等） 

第 19 条 市長は、空き家等(建築物を販売し又は賃貸する事業を行う者が、販売

し又は賃貸するために所有し又は管理するもの(周辺の生活環境に悪影響を及

ぼさないよう適正に管理されているものに限る。)を除く。以下この条におい

て同じ。)に関するデータベースの整備その他空き家等に関する正確な情報を

把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（特定空き家等に対する措置） 

第 20 条 市長は、特定空き家等に関し、法第 22 条第 1 項の規定による助言若し

くは指導、同条第 2 項の規定による勧告、同条第 3 項の規定による命令又は同

条第 9 項、第 10 項若しくは第 11 項の規定による代執行をするものとする。こ

の場合において、同条第 3 項の規定による命令を行うに当たっては、同条第 4

項の規定により意見書及び証拠を提出する機会を与え、又は同条第 6 項の規定

により公開による意見の聴取を行わなければならない。 

（管理不全空き家等に対する措置） 

第 21 条 市長は、管理不全空き家等に関し、法第 13 条第１項の規定による指導

又は同条第２項の規定による勧告をするものとする。 

（緊急危険防止措置） 

第 22 条 市長は、特定空き家等の管理不全の状態による市民の生命、身体又は

財産に対する危険を防止するため緊急の必要があると認めるとき（法第 22 条

第 11 項の規定による措置をとるときを除く。）は、当該特定空き家等の所有

者等の負担において、その危険を防止するための必要最小限の措置を自ら行

い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。 

2 市長は、前項の規定により同項の措置を自ら行い又はその命じた者若しくは

委任した者に行わせたときは、当該措置の内容を当該特定空き家等の所有者等に



通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であ

るときは、当該措置の内容を公告するものとする。 

3 第 1 項の規定により同項の措置を行おうとする者は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

（関係行政機関等に対する協力の要請） 

第 23 条 市長は、必要があると認めるときは、関係行政機関、自治組織等に対

し、特定空き家等又は管理不全空き家等に関する情報を提供して、管理不全の

状態を改善するために必要な協力を要請することができる。 

第３章 老朽危険建築物等に係る対策 

（建築物等の適正な管理） 

第 24 条 建築物等(空き家等を除く。以下この章において同じ。)の所有者等

は、当該建築物等について、管理不全の状態(第 3 条第 4 号に規定する状態を

いう。以下この章において同じ。)にならないように、自らの責任において、

適正に管理しなければならない。 

2 建築物等の所有者等は、当該建築物等が管理不全の状態にあると認められる

ときは、自らの責任において、直ちに当該管理不全の状態を改善しなければなら

ない。 

（老朽危険建築物等に係る対策に関する措置） 

第 25 条 市長は、老朽危険建築物等に係る対策に関し、建築物等の所有者等及

び市民等の理解を深めるために必要な広報活動その他の措置を講ずるものとす

る。 

2 市長は、老朽危険建築物等に係る対策に関し、老朽危険建築物等の所有者等

又は市民等からの相談に応じるとともに、これらの者に対し、市長において必要

と認める情報の提供及び助言を行うものとする。 

（管理不全の状態を予防するための助言又は指導） 

第 26 条 市長は、建築物等が管理不全の状態になることを予防するため必要が

あると認めるときは、当該建築物等の所有者等に対し、その予防のために必要

な助言又は指導をすることができる。 

（調査の要求） 



第 27 条 市民等は、建築物等が管理不全の状態にあると思料するときは、市長

に対し、その旨を申し出て、当該建築物等に関しこの条例の施行のために必

要な調査を行うよう求めることができる。 

（調査） 

第 28 条 市長は、前条の規定による申出を受けた場合において当該申出が相当

であると認めるとき、又は必要があると認めるときは、建築物等に関しこの条

例の施行のために必要な調査を行うことができる。 

2 市長は、第 31 条第 1 項及び第 2 項並びに第 32 条第 1 項の規定の施行に必要

な限度において、当該職員又はその委任した者に、当該建築物等に立ち入って調

査をさせることができる。ただし、住居に立ち入る場合においては、あらかじ

め、その居住者の承諾を得なければならない。 

3 市長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を建築物等に立ち入

らせようとするときは、その 5 日前までに、当該建築物等の所有者等にその旨を

通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であ

るとき、又は老朽危険建築物等の管理不全の状態による市民の生命、身体若しく

は財産に対する危険を防止するため緊急の必要があると認めるときは、この限り

でない。 

4 第 2 項の規定により建築物等に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

5 第 2 項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解釈してはならない。 

（情報の提供の求め） 

第 29 条 市長は、この条例の施行のために必要があると認めるときは、関係す

る地方公共団体の長その他の者に対して、老朽危険建築物等の所有者等の把握

に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

（老朽危険建築物等に関するデータベースの整備等） 

第 30 条 市長は、老朽危険建築物等に関するデータベースの整備その他老朽危

険建築物等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。 

（老朽危険建築物等に対する措置） 



第 31 条 市長は、老朽危険建築物等の所有者等に対し、当該老朽危険建築物等

に関し、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために

必要な措置(そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある

状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない老朽危険建築物等に

ついては、建築物の除却を除く。次項において同じ。)をとるよう助言又は指

導をすることができる。 

2 市長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該管理

不全の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対

し、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境

の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。 

（緊急危険防止措置） 

第 32 条 市長は、老朽危険建築物等の管理不全の状態による市民の生命、身体

又は財産に対する危険を防止するため緊急の必要があると認めるときは、当該

老朽危険建築物等の所有者等の負担において、その危険を防止するための必要

最小限の措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせるこ

とができる。 

2 市長は、前項の規定により同項の措置を自ら行い又はその命じた者若しくは

委任した者に行わせたときは、当該措置の内容を当該老朽危険建築物等の所有

者等(現に当該老朽危険建築物等を使用している者を含む。以下この項におい

て同じ。)に通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知する

ことが困難であるときは、当該措置の内容を公告するものとする。 

3 第 1 項の規定により同項の措置を行おうとする者は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

（関係行政機関等に対する協力の要請） 

第 33 条 市長は、必要があると認めるときは、関係行政機関、自治組織等に対

し、老朽危険建築物等に関する情報を提供して、管理不全の状態を改善する

ために必要な協力を要請することができる。 

第４章 雑則 

（報告の徴収） 



第 34 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、空き家等その他の建

築物等の所有者等に対し、当該建築物の使用及び管理の状況に関し報告をさ

せることができる。 

（財政上の措置） 

第 35 条 寝屋川市は、空き家等の適正管理等及び老朽危険建築物等に係る対策

を推進するために必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（自主的解決との関係） 

第 36 条 この条例の規定は、空き家等又は老朽危険建築物等に関して生じた問

題について、その当事者が自主的な解決を図ることを妨げるものではない。 

（委任） 

第 37 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

第５章 罰則 

（過料） 

第 38 条 法第 22 条第 3 項の規定による市長の命令に違反した者は、法第 30 条

第 1 項の規定により、500,000 円以下の過料に処する。 

2 法第 9 条第 2 項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同

項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、法第 30 条第 2

項の規定により、200,000 円以下の過料に処する。 

3 第 28 条第 2 項による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、50,000 円

以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

（検討） 

2 市長は、この条例の施行後 5 年以内に、法及びこの条例の施行状況、社会

経済情勢の変化等を勘案し、空き家等及び老朽危険建築物等に係る対策の在

り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて

所要の措置を講ずるものとする。 

（寝屋川市美しいまちづくり条例の一部改正） 

3 寝屋川市美しいまちづくり条例(平成 17 年寝屋川市条例第 7 号)の一部を

次のように改正する。 



〔次のよう〕略 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

（罰則に関する経過措置） 

2 この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の     

例による。 


